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１．金融危機と金融規制監督を巡る動き
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金融危機の教訓
「大いなる安定（Great Moderation：高成長、低インフレ、低金利、
市場の低ボラティリティ）」の下で、金融不均衡が蓄積した背景

金融機関行動

短期的な収益の追求

経営におけるガバナンスの弱体化

良好な市場環境下で計測されたリスク量への過信

サブプライムローンのオリジネーターである金融機関の融資審査の
形骸化

証券化に潜むリスクの見落とし（格付けへの過度な依存等）

オフバランス・ビークルのリスクの見落とし（流動性補完、信用補完）

短期調達・長期運用の積極化

金融機関外部（株主、債権者、カウンターパーティ）からの規律付け
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金融危機の教訓＜続＞

金融政策、金融規制・監督

（金融政策）

経済の不均衡に対する一般物価の感応度が低下

一般物価の短期的な安定の重視。短期的には物価に表れにくい不均
衡への関心が限定的

バブルが崩壊してから金融緩和によって対応可能との政策思想の広
まり

（金融規制・監督）

金融市場内部の規律付けの有効性への自信の強まり

裁量的な監督権限の行使に慎重化

金融システム全体のリスク評価の視点が不十分
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金融規制監督を巡る動き①

― バーゼル銀行監督委員会の規制の枠組み

自己資本
自己資本比率 ＝ ――――――

ﾘｽｸｱｾｯﾄ

リスク捕捉の強化
①証券化商品の資本賦課
②市場ﾘｽｸ
③ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾃｨｰ信用ﾘｽｸ

補
完

ﾌﾟﾛｼｸﾘｶﾘﾃｨの緩和
資本流出抑制策（資本ﾊﾞｯﾌｧｰ＜最低比率を上
回る部分＞の目標水準に達するまで配当・自
社株買い・役員報酬等を抑制）など

定量的な流動性規制（最低基準）を導入

①流動性ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ比率（ｽﾄﾚｽ時の預金流出
等への対応力を強化）

②安定調達比率（長期の運用資産に対応す
る長期・安定的な調達手段を確保）

資本の質の向上
①Tier1とTier2適格要件の

厳格化
②調整項目の国際的調和

自己資本比率の最低基準の拡充
3つの最低基準（普通株式等、
Tier1、Tier1+Tier2）を満たすこと
が必要

ｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ積み上がりの抑制

自己資本
ﾚﾊﾞﾚｯｼﾞ比率 ＝ ―――――――

ｴｸｽﾎﾟｰｼﾞｬｰ

ｼｽﾃﾐｯｸに重要な銀行への追加措置
ｼｽﾃﾑ上重要な金融機関によってもたらされる
外部性を減少させるような追加資本、流動性
及びその他監督上の措置の必要性を検討。
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新自己資本比率規制（いわゆる「バーゼルⅢ」）

普通株式等 TierⅠ 総資本

最低水準 4.5％ 6.0％ 8.0％

資本保全バッファー 2.5%

最低水準
＋資本保全バッファー

7.0% 8.5% 10.5%

カウンターシクリカル・
バッファーの範囲（注）

0～2.5% （注）普通株式等またはその他の損失吸収力
のある資本。

普通株式等およびTierⅠは、2013年初に、それぞれ3.5%、4.5%からス
タートし、2015年初までに、上記比率に到達（総資本は当初から8%）。

資本保全バッファーは2016年初以降段階的に導入され、2019年初に上記比
率に到達。

（中央銀行総裁・銀行監督当局長官グループ会合、2010年9月12日）
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「マクロ・プルーデンス」

金融システムを構成する様々な
要素や、それらの相互連関に目
配りしながら、金融システム全
体のリスクの動向を分析・評価
し、それに基づいて制度設計や
政策対応を図ること

「ミクロ・プルーデンス」

個々の金融機関経営の健全性を確保
するよう規制・監督を行うこと

＜実体経済＞

A銀行 B銀行 C銀行

ブローカー・
ディーラー

保険会社
モノライン

ヘッジファンド
MMF

金融市場／決済システム

金融規制監督を巡る動き②
― マクロ・プルーデンスの視点
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個々の金融機関にとって合理的な行動が、マクロ的な不均衡に繋がるリスク

最適な規制や政策は、マクロの金融・経済との関係抜きには決まらない

金融の技術革新や規制緩和、グローバル化などが、金融機関行動の変化のス
ピードを速め、金融取引の拡大を増幅し易くしている状況

TBTF（Too big to fail）対応

規模の制限、課税等による動機付け

追加的資本・流動性賦課、集中的な監督の実施、業務範囲の制限

破綻処理制度や市場・決済インフラの整備
シャドー・バンキング対応

ノンバンク・セクターに対する規制・監督

連結ベースでの規制・監督の適用
プロシクリカリティ対応

可変的な資本バッファー

「ミクロ」だけでなく「マクロ」的な視点が必要な理由

（現在、議論されている事例）



10

２．リスク管理に関する国際的な議論と
わが国金融機関にとっての課題

金融危機を踏まえて、組織体制、リスク計測、新たな金融商品の管理等に

関する国際的な報告書が公表されている。

Senior Supervisors Group (2008), Observations on Risk Management
Practices during the Recent Market Turbulence.
Senior Supervisors Group (2009), Risk Management Lessons from 
the Global Banking Crisis of 2008
Institute of International Finance (2008), Final Report of the IIF 
Committee on Market Best Practices: Principles of Conduct and 
Best Practice Recommendations
Institute of International Finance (2009), Reform in the Financial 
Services Industry: Strengthening Practices for a More Stable System
Basel Committee on Banking Supervision(2009), Principles for sound 
stress testing practices and supervision（「健全なストレス・テスト実務
及びその監督のための諸原則」(2009年）
Basel Committee on Banking Supervision(2010), Principles for 
enhancing corporate governance（「コーポレート・ガバナンスを強化す
るための諸原則」2010年）

（注）バーゼル銀行監督委員会資料については、日本銀行ホームページに仮訳が掲載されている。
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経営陣は、リスク戦略、財務健全性、ガバナンスに最終的な責任を持つ

（「コーポレート・ガバナンスを強化するための諸原則」、パラグラフ21、22）

業務戦略の決定（長期的利益、リスク管理能力を考慮する）

「リスク許容度/リスク選好度」（どのようなリスクをどれだけ取り得るか）の設定

リスク管理及びコンプライアンスに係る方針の策定

内部コントロールの体制（リスクを許容し管理する枠組み）

最高リスク責任者（CRO）を含むリスク管理機能には、十分な権限、地位、独立

性、経営資源及び取締役会へのアクセス権を与えることが望ましい（同原則６）

経営陣は、内部監査機能を補強することにより、ガバナンス、リスク管理及び

内部コントロールにおける問題を把握（、改善）する能力を高めることができる
（同パラグラフ100）

情報開示と透明性は、健全で実効的なコーポレートガバナンスに不可欠の要素

である（同パラグラフ126、129、130）。

業務の目的、ガバナンスの構造と方針、リスク許容度/選好度など

（１）ガバナンスの強化
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包括的なリスクの把握とは、複数の定量情報や定性情報の双方を活用して

リスクの見落としや過小評価などを防ぐと共に、リスクカテゴリーを跨いで全

社的なリスク把握に努めることである。

個別のリスク指標を利用する際には、その有用性と共に限界を認識し、特定

のリスク指標に過度に依存しないようにする。

フォワードルッキングなストレステストやシナリオ分析を行い、様々な環境下

において将来発生し得るリスクを明確に把握する。

ストレステストは、 リスク評価の具体的イメージを高める役割のほか、

VaR等の定量的リスク指標の問題点（きわめて稀な事象の把握が困難、

等）を補完する役割も有する。

個別のリスク指標については、事後的に実績値と推計値と比較するバックテ

スト作業を定期的に行い、リスク管理プロセスの正確性と有効性を評価する。

（２）包括的なリスクの把握

（「コーポレート・ガバナンスを強化するための諸原則」、原則７、パラグラフ80～83）
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ガバナンスやリスク管理の枠組みを組織内で有効に機能させ、リスク管理の

実効性を高めていくためには、リスクコミュニケーションの充実が重要。

「リスクコミュニケーション」とは、組織内の異なる立場の意見・情報を持ち

寄り、議論を繰り返すことによって、リスクに関する理解を深めていくこと。

リスクコミュニケーションの2つの軸

経営トップから管理者、担当者に至る縦方向のリスクコミュニケーション

役員間、及び、リスク管理部門・財務部門・市場部門・与信部門など異な

る部門を跨ぐ組織横断的なリスクコミュニケーション（サイロ化の防止）

リスクコミュニケーションを改善させることで、リスクの予兆管理や、各部門で

のリスク認識の充実（気付き等）に繋げる。

（３）リスクコミュニケーションの充実

（「コーポレート・ガバナンスを強化するための諸原則」、原則8、パラグラフ92～98）
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リスクを的確に把握するため、あるいは円滑なリスクコミュニケーショ

ンを実現するには、組織内に強固なリスクカルチャーが浸透している

必要。

「リスクカルチャー（リスク文化）」とは、組織内に浸透している

リスクに対する認識、理解、行動様式などを指す。

健全なコーポレート・ガバナンスの何よりの証明は、上級管理職及び

職員に対し、内部監査やリスク管理機能に依存することなく、リスク

に関する問題を自ら把握することを期待・奨励する文化である。
（「コーポレート・ガバナンスを強化するための諸原則」、パラグラフ92）

（３）リスクコミュニケーションの充実＜続＞
― リスク文化の醸成
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欧米金融機関の中には、リスクに関する共通認識の形成が不十分であったと

の反省から、リスクコミュニケーションを深化させるための取り組みを強化する

先が見られる。

1. リスク管理に関する広範な話題についての研修や情報提供を行う部署を

新設し、リスク管理部署のヘッドや人事部署なども活動に積極的に関与。

2. リスクに関する共通言語を用いてコミュニケーションすることの重要性を再

認識し、データ面での対応を含め、ITインフラの充実を進める先。

3. 各種リスク量の定義、難解なモデルによるリスク計算の意味を、自行のビ

ジネスモデルに即したかたちでわかり易く経営陣に伝える工夫をする先。

（３）リスクコミュニケーションの充実＜続＞
― 欧米金融機関の取り組み
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わが国金融機関でも、リスクコミュニケーションの強化が課題だが、中には

成果を上げている先も見られる。

（問題例）

1. 市場リスク管理面で、組織的な協議が行われていなかったり、重要事項

が経営陣に報告・協議されていない先。

2. 信用リスク管理面で、与信限度額の超過先倒産時の影響や対応方針に

ついて十分な議論が行われていない先。

（参考例）

1. フロント部門の情報収集と経営陣への迅速な情報伝達によってリスク認

識が共有化され、リーマンショック時における多額の損失を回避した先。

2. リスク管理部署が役員勉強会を開催し、ＡＬＭ資料の読み方や資産相関

の考え方などを題材にして、知見を深めようとしている先。

（３）リスクコミュニケーションの充実＜続＞
― わが国金融機関の取り組み
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３．わが国金融機関のリスク状況

金融危機の直接的な影響

相対的に限定的

一部金融機関では、リスクを十分に捕捉できなかったために、リスクを過

大にテイク

ドルを中心に、資金調達に対する懸念が拡大

金融危機の2次的な影響

株価下落、景気悪化を通じた影響は大

わが国金融機関の特徴

多額の政策投資株の保有

収益性の低さ

短期的にコントロールしにくいポートフォリオを多く抱えている
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（Tier I対比リスク量）
（地域銀行）

（１）リスクカテゴリー別に見たリスク量の推移
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― 信用リスクの状況： 不良債権比率の推移

（地域銀行）
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― 金利リスク・株式リスクの状況

100bpv （地域銀行） 株式保有残高の対TierⅠ比率
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信用ポートフォリオ

貸出条件緩和債権の要件見直しの影響も含めて、信用リスク管理を適切に行う

必要。

債券ポートフォリオ

デュレーションの長期化等による当面の金利収入と、金利リスクの双方に目配り

する必要。

株式ポートフォリオ

リスク量の大きい銀行を中心に株式売却等の取り組みが進みつつある中、引き

続き株式リスク量が資本対比で見て適当なレベルにあるかチェックする必要。

各リスクコンポーネント毎、さらには金融機関全体のポートフォリオについて、

将来まで見渡したうえで適切にリスク管理を行う。

（２）銀行勘定のリスク管理の当面の課題
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